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税務情報 

2025年度税制改正 － 法令解釈通達の発遣 

国税庁は 6月 30日、2025年度税制改正等に対応した法人税及び消費税に係る
改正通達を発遣しました。 

1. 法人税基本通達等の一部改正について

法人税基本通達等の一部改正について（法令解釈通達）では、以下の 2 つの通
達が改正されています。 

 第 1 法人税基本通達関係

2025年度税制改正では、昨年 9月に企業会計基準委員会から公表された企業会
計基準第 34 号「リースに関する会計基準」（以下、「新リース会計基準」）を踏
まえ、リース取引に係る税制上の取扱いの整備が行われました。 

これに伴い、たとえば、リース税制に関連する以下の通達が新設又は廃止され
ています。 

【賃借人の会計リース期間をリース期間とする場合の取扱い（法基通 7－6の
2－10の 2）】  

新リース会計基準では、賃借人におけるリース期間は、賃借人が原資産（リー
スの対象となる資産）を使用する権利を有する解約不能期間に、「賃借人が行使
することが合理的に確実であるリースの延長オプションの対象期間」と「賃借
人が行使しないことが合理的に確実であるリースの解約オプションの対象期間」
を加えた期間（以下、「会計リース期間」）とされています。

この通達では、賃借人が会計リース期間を用いて経理を行っているリース資産
に係るリース期間定額法の適用にあたっては、その会計リース期間をリース期
間定額法のリース期間とすることが明らかにされています。 

【リースを構成する部分とリースを構成しない部分とがある場合の取扱い（法
基通 7－6の 2－17、12の 5－1－7、12の 5－3－3）】 

新リース会計基準では、契約にリースが含まれているか否かの判断をしたうえ
で、リースを含む契約については、原則として、「リースを構成する部分」と「リ
ースを構成しない部分」とに区分して会計処理を行うこととされています。 
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これらの通達では、リースを含む契約に「リースを構成する部分」と「リースを
構成しない部分」とがある場合において、これらを分ける方法等により経理し
ているときは、その方法により区分された「リースを構成する部分」について
法人税法の各規定（減価償却に関する規定（法法 31 等）、リース取引に係る所
得金額の計算規定（法法 64の 2）、賃貸借取引に係る費用の規定（法法 53）等）
及び法人税基本通達の取扱いを適用することが明らかにされています。 

【リース取引の判定（法基通 12の 5－1－3）】 

資産の賃貸借が法人税法のリース取引とされる 2 つの要件（ノンキャンセラブ
ル要件及びフルペイアウト要件）に該当するかどうかを判定する場合において、
その資産の賃貸借が新リース会計基準におけるフルペイアウト要件（現在価値
基準又は経済的耐用年数基準のいずれか）に該当するときは、その資産の賃貸
借は、法人税法上のフルペイアウト要件に該当することとなる旨が示されてい
ます。

【無償等賃借期間を含む賃貸借取引に係る支払額の損金算入（法基通 12 の 5

－3－2）】 

貸借期間のうち賃料の支払がない又は通常に比して少額である期間が定められ
た賃貸借取引契約に基づき支払うこととされている金額についての各事業年度
の損金算入額の取扱いが示されています。 

【収益及び費用の帰属時期の特例（廃止：旧法基通 2－4－2 ～ 2－4－11）】 

新リース会計基準において割賦基準（第 2 法）が認められなくなったことを踏
まえ、2025年度税制改正では、法人税法上のリース譲渡に係る収益及び費用の
帰属事業年度の特例（延払基準の特例）が廃止されました。 

これに伴い、この特例に係る取扱いを定めていた通達について、経過措置が講
じられたうえで、廃止されました。 

 第 2 租税特別措置法関係通達（法人税編）関係

2024年度税制改正では、研究開発拠点としての立地競争力強化のため、国内で
自らが行う研究開発の成果として生まれた一定の知的財産から生ずる所得につ
いて、30％の所得控除を認める「イノベーション拠点税制」が創設され、2025

年 4月 1日からその適用が開始されています。 

これに伴い、たとえば、イノベーション拠点税制に関連する通達（第 59条の 3

《特許権等の譲渡等による所得の課税の特例》関係）が新設されています。 

2. 消費税法基本通達の一部改正について

消費税法基本通達の一部改正について（法令解釈通達）では、たとえば、リース
税制に関連する以下の通達が改正又は廃止されています。 

【割賦購入の方法等による課税仕入れを行った日（消基通 11－3－2）】 

所有権移転外リース取引について、賃借人が支払うべきリース料の額をその支
払うべき日の属する課税期間の賃借料等として経理している場合（賃貸借処理
をしている場合）には、そのリース料について支払うべき日の属する課税期間

https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kihon/hojin/kaisei/2506xx/02.htm
https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kihon/shohi/kaisei/0025006-073/index.htm
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における課税仕入れとする処理（分割控除）が認められることが明らかにされ
ています。 

（この取扱いは、従来、国税庁が公表している質疑応答事例「所有権移転外フ
ァイナンス・リース取引について賃借人が賃貸借処理した場合の取扱い」にお
いて示されていましたが、今回、通達においても明示されました。） 

【リース譲渡に係る資産の譲渡等の時期の特例（廃止：旧消基通 9－3－4 ～ 

9－3－6の 3）】  

2025年度税制改正では、法人税法上のリース譲渡に係る収益及び費用の帰属事
業年度の特例（延払基準の特例）とともに、消費税法上のリース譲渡に係る資
産の譲渡等の時期の特例（延払基準の特例）も廃止されました。 

これに伴い、この特例に係る取扱いを定めた通達について、経過措置が講じら
れたうえで、廃止されました。 

*** 

《リース税制に関する参考情報》 

新リース会計基準のもとでは、賃借人の会計処理について、原則としてオペレ
ーティング・リース取引を含むすべてのリース取引を使用権の取得と捉え、使
用権資産とリース負債を貸借対照表に計上したうえで、使用権資産に係る減価
償却費とリース負債に係る利息相当額を費用計上することとなります。 

一方で、法人税法上は、オペレーティング・リース取引については、従来どおり
の賃貸借処理を継続することが法人税法第 53条において明確化されたため、会
計上の費用計上額と法人税法上の損金算入額に差異が生じることがあります。 

差異が生じた場合には申告調整が必要となりますが、国税庁は 6月 30日、その
申告調整の方法を紹介する以下の資料を公表しました。 

 オペレーティング・リース取引に係る借手の申告調整について（PDF 254KB） 

この資料では、設例を用いて賃借人の会計処理及び法人税の取扱い（訂正仕訳）
を示したうえで、別表四及び別表五（一）の記載例が紹介されています。 

https://www.nta.go.jp/law/shitsugi/shohi/16/23.htm
https://www.nta.go.jp/law/shitsugi/shohi/16/23.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/annai/hojin/shinkoku/itiran2025/pdf/0025006-179.pdf
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